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研究開発基盤部会、量子ビーム施設利用推進委員会における検討過程
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世界最高水準の大型研究施設の整備・共用・高度化
令和9年度要求・要望額 1,042億円

うち「強く豊かな日本」投資枠 295億円

（前年度予算額 492億円）

③-1 大型放射光施設 「SPring-8」/
Ｘ線自由電子レーザー施設 「SACLA」

 20,124百万円（15,903百万円）
※令和７年度補正予算額 2,118百万円

強力なX線(放射光)を用いて、肉眼では見えない小さなものを観察できる施設。
北川進博士(2025年ノーベル化学賞)の金属有機構造体(MOF)の解析等、
産学の利用者に幅広く活用され、これまでにも多くの成果を輩出。硬X線領域で
の計測に強みがあり、物質を構成する原子や分子の構造や物体の内部の様子
を可視化できる。

➃-1 スーパーコンピュータ 「富岳」
・HPCIの運営

20,804百万円（16,703百万円)
※令和７年度補正予算額 8,704百万円

スーパーコンピュータ「富岳」を中核とし、多様な利用者のニーズに応える革新
的な計算環境(HPCI:革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ)を構築し、
その利用を推進することで、我が国の科学技術の発展、産業競争力の強化、
安全・安心な社会の構築に貢献。

② 大強度陽子加速器施設 「J-PARC」
16,316百万円（11,114百万円）

※令和７年度補正予算額 1,833百万円

光速近くまで加速した陽子を原子核に衝突させることで発生する中性子を
用いて、物質内部の水素やリチウムといった軽元素等を詳細に観察できる施設。
戦略17分野への貢献の観点から、次世代電池や燃料電池の開発に不可欠
なビームラインを新たに整備するとともに、施設の老朽化対策等を実施する。

④-2 「富岳」の次世代となる新たなﾌﾗｯｸﾞｼｯﾌﾟｼｽﾃﾑの開発・整備
27,911百万円（1,008百万円）

※令和７年度補正予算額 37,318百万円

2030年頃までの運転開始に向けて、「富岳」の次世代となる新たなフラッグ
シップシステムの開発・整備に着手。AI for Scienceをはじめとする新たな時代
を先導し、あらゆる分野で世界最高水準の計算能力を提供するとともに、
「富岳」から端境期なく移行して利用環境を維持することを目指す。

①、② 、③ －１、④ －１の令和９年度要求・要望額 673億円 
（前年度予算額   482億円）

（担当：科学技術・学術政策局参事官（研究環境担当）付
研究振興局参事官（情報担当）付計算科学技術推進室）

③-2 SPring-8の高度化(SPring-8-II)  9,039百万円

※令和７年度補正予算額 15,400百万円

現行の約100倍の最高輝度を誇る世界最高
水準の性能を目指し、SPring-8を高度化する。
約１年間の停止期間(2027年度後半～)を含む
５年間でSPring-8-IIを整備し、2029年度中に
共用を開始する。

共用促進法※に基づく特定先端大型研究施設(SPring-8、 NanoTerasu、J-PARC、富岳等)の戦略的な整備・共用を図るとともに、
世界最先端の研究が可能となるように継続的に高度化し、日本全体の研究力の向上を戦略的かつ総合的に推進する。

※「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律(平成6年法律第78号)」において、特に重要な大規模研究施設を「特定先端大型研究施設」と位置付け。

① 3GeV高輝度放射光施設 「NanoTerasu」
10,053百万円（4,503百万円）

※令和７年度補正予算額 2,696百万円

官民地域パートナーシップの下、2024年度に運用開始した世界最高水準の
性能を誇る施設。最大28本のビームラインを整備可能であるにも関わらず、
未だ10本しか運用できていないため、ビームラインの増設やセキュアな利用環境
の整備等を通じて、半導体等の戦略17分野における成果創出を促進する。

令和7年度補正予算額 681億円
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経済財政運営と改革の基本方針2026（抄）(令和８年７月21日閣議決定)

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現
４．その他主要分野ごとの重要課題と取組方針
（２）公教育の再生、研究活動の活性化
(前略)先端研究施設7 ・設備等の整備・共用・高度化を促進する。AIを科学研究に適用し、新たな発見や
理解を加速する「AI for Science」を推進する。

-----
 7 大型放射光施設SPring-8、NanoTerasu、富岳NEXT等を含む。
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統合イノベーション戦略2026 （抄） (令和８年７月14日閣議決定) 

（７）国立研究開発法人の改革
（特に重点を置くべき施策）
・ (前略)また、人件費・物価の上昇等も踏まえつつ、施設・設備等の老朽化対策や研究設備・機器の高度化を含めて基盤的経費を確保する。

【府、総、関係省庁】
・ 理研において、ＡＩ・量子等の重要技術研究拠点など、産学官の研究者がセキュアな環境で研究開発を進めることができるオフキャンパス機能や

SPring-8等の大型研究施設における利用環境の整備を推進する。【文】
３．技術領域の戦略的重点化
（２）17の重要技術領域
⑤ 資源・エネルギー安全保障・ＧＸ関連技術
＜その他環境対策等に資する施策＞
・ エネルギー安全保障・経済安全保障や国際競争力強化等に不可欠な原子力科学技術基盤の強化に向けて、基礎・基盤研究や大型研究施設の

整備・高度化・利活用を促進する。【文】

（特に重点を置くべき施策）
・ 我が国の研究基盤を刷新し、若手を含めた全国の研究者が挑戦できる魅力的な研究環境を実現するため、EPOCHを創設し、地域性や組織の強み・特色

等も踏まえ、研究開発マネジメント人材及び技術職員を含めたコアファシリティを全国の研究大学等(15件程度)に戦略的に整備するとともに、先端的な研究設
備・機器の整備・共用・高度化を推進する。【文】

・ 特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（平成６年法律第78号）に基づき、特定先端大型研究施設の整備・共用・高度化を推進するとともに、
経済安全保障を踏まえたセキュアな利用環境の整備等を通じて、17の戦略分野における成果創出を促進する。【文】

・ 2029年度中の共用開始に向けて、大型放射光施設(SPring-8)の高度化(SPring-8-II)に向けた整備を推進する。【文】
・ 3GeV高輝度放射光施設(NanoTerasu)及び大強度陽子加速器施設(J-PARC)から創出される成果を最大化するため、ビームラインの増設を始めとし

た機能強化を推進する。【文】
・ 2027年度後半から約1年間を予定しているSPring-8の運転停止期間中における研究活動の継続のため、量子ビーム施設の一元的な窓口機能の設置

や量子ビーム施設間の連携、利用制度の在り方等を検討し、必要な対応を進める。【文】
・ SPring-8/SACLAやJ-PARC等の量子ビーム施設における研究活動の継続に必要となる十分な運転時間の確保や老朽化対策等を実施する。【文】
・ 研究者の研究環境の改善を図る観点から、研究資金制度の見直しに向けて、「競争的研究費の適正な執行に関する指針」（令和３年12月17日改正）等、

競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせについて必要な改正を行う。【府、文、関係省庁】

２．知の基盤としての「科学の再興」
（５）研究施設・設備、研究資金等の改革
（現状認識）
我が国の研究力強化のためには、先端研究設備等の整備・共用・高度化の推進に加え、大型研究施設の高度化や、学術論文等の即時オープンアクセスの

推進、研究評価の見直し、研究資金制度の継続的改善等、研究環境の改善が求められている。我が国の研究基盤を刷新し、魅力的な研究環境を実現して
いくことが重要である。



大型放射光施設(SPring-8)/
X線自由電子レーザー施設(SACLA)の整備・共用等

令和9年度要求・要望額 201億円

（前年度予算額 159億円）

SACLA

SPring-8
約700m

電子の流れ電子銃

最近の成果：

• 兵庫県が開発した高温耐性のあるコメの新品種
「コ・ノ・ホ・シ」の内部構造をSPring-8で分析。
デンプン粒の発達や細胞内のつまりを確認し、
高温への強さを証明。(第23回ひょうごSPring-8賞受賞)

• 光合成の中心となる触媒が水分子を取り込み、酸素分子を生成する準備が
完了するまでの構造変化をSACLAで捉え、人工光合成実現のための重要な
知見を与えた。(令和6年にNature誌に掲載)

• 放射光施設は、光速近くまで加速された電子を曲げることで発生する強力なX線(放射光)を用いて、
肉眼では見えない小さなものを観察できる施設。

• SPring-8/SACLAは、共用促進法※に基づく特定先端大型研究施設として、
理化学研究所が整備・運用。硬X線領域での計測に強みがあり、物質を構成する原子や分子の
構造や、物体の内部の様子を可視化できる。
※特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律(平成6年法律第78号)

約1500m

＜電子エネルギー＞ 8GeV

＜設置済ビームライン本数＞

SPring-8：57本

SACLA：  3本

（担当：科学技術・学術政策局参事官(研究環境担当)付）

建設地： 兵庫県佐用郡佐用町

経   緯： 平成3年11月 SPring-8整備開始

平成6年10月 共用促進法施行

平成9年10月 SPring-8共用開始

平成18年4月 SACLA整備開始

平成24年3月 SACLA共用開始

運営体制：

施設設置者：(国研)理化学研究所（理研）

登録施設利用促進機関※：(公財)高輝度光科学研究センター（JASRI）

※共用促進法に基づき、施設の利用者選定及び利用支援を行う機関。

累計利用者数： 年間のべ 約 15,000人（令和7年度実績）

累  計 約361,000人（令和7年度末時点）

累計発表論文数：約24,000報（令和7年度末時点）

佐用郡佐用町

神戸市

◆ 共用運転の実施（理研への補助） 14,770百万円 ( 14,341百万円)

◆ 利用促進（JASRIへの補助） 1,566百万円 ( 1,562百万円)

◆ 老朽化対策等（理研への補助） 2,804百万円 ( 2,118百万円※）

◆ 運転停止期間中※の対応（委託費） 984百万円 ( 新 規 ）

※令和９年度後半から約１年間          ※令和7年度補正予算
量子ビーム施設間の連携促進等により、産学の利用者の受入体制を整備。
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8月5日、松本大臣は兵庫県にある大型放射光施設
SPring-8及びX線自由電子レーザー施設SACLAを
視察しました。

松本大臣は、施設の概要説明において、(国研)理化学
研究所から、 SPring-8及びSACLAがこれまで学術
界や産業界に如何に貢献してきたのかについて説明を
受けるとともに、(公財)高輝度光科学研究センターから、
SPring-8の運転停止に伴う代替施設利用に係る
対応など産業界からの要望について説明を受けました。

その後、これら施設の実験現場や実験を支える装置、
現在整備中のSPring-8-IIの製作現場を視察しました。

視察した松本大臣からは、SPring-8-IIを真に国益に
資するものとし、より多くの利用者の期待に応えられるよう
文部科学省として後押ししていきたいと述べました。

（文部科学省HP 今日の出来事より引用）

松本文部科学大臣 SPring-8/SACLA視察 (令和８年８月５日)
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大型放射光施設(SPring-8)の高度化
～ SPring-8-II ～

現状・課題

• 大型放射光施設SPring-8は、共用促進法※に基づく特定先端大型研究施設として、理化学研究所が整備・運用し、
 北川 進博士(2025年ノーベル化学賞受賞)の金属有機構造体(MOF)の解析など、多くの成果を創出している。
※「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律(平成6年法律第78号)」において、特に重要な大規模研究施設を「特定先端大型研究施設」と位置付け。

• 他方、共用開始から25年以上が経過し、諸外国の放射光施設の高度化が進む中、性能の面でも後れを取りつつある。

事業内容

（担当：科学技術・学術政策局参事官(研究環境担当)付）

 令和9年度要求・要望額 90億円

• 現行の約100倍の最高輝度を誇る世界最高水準の性能を目指し、
第4世代の加速器テクノロジーや省エネルギー技術を導入するなど、
第3世代放射光施設であるSPring-8を第4世代に高度化する。

• NanoTerasuの整備等で得られた知見を活かし、約1年間の停止期間を
含む5年間でSPring-8-IIを整備し、 第7期科学技術・イノベーション
基本計画期間中の令和11年度中に共用を開始する。

SPring-8-IIによる
輝度の劇的向上

約100倍

SPring-8-IIによる
加速器の省エネ化

約６割

期待される成果

• 高輝度な放射光を利用することで、高精細なデータが短時間で取得可能になり、AI for Scienceを支える研究基盤として整備。

• 「新技術立国」に向け、次世代半導体の検査・分析や燃料電池の研究開発など、戦略17分野における成果創出に貢献。

※実用空間分解能が、従来の50nmから1nm以下へと飛躍的に向上することで、例えば、回路の線幅が2nm級の次世代半導体の微細な3次元構造を壊さずに観察
したり、動作中の燃料電池内で起きている化学反応を原子のレベルでリアルタイムに捉えたりすることが可能になる。

令和6 令和7 令和8 令和9 令和10 令和11

（年度）

整備・建設期間（5年間）

運転停止期間：約1年
※令和9年度後半～令和10年度前半

共用
開始

【整備スケジュール(想定)】

©Johan Jarnestad/The Royal Swedish Academy of Sciences

金属有機構造体(MOF)の構造・機能
(分子の吸着状態等)の可視化

事業実施期間 令和6年度～令和10年度 (予定) 交付先 (国研)理化学研究所 総整備費 499億円(5年債)

【SPring-8の高度化概要】

SPring-8
（第3世代）

SPring-8-II
（第4世代）

ダブルベンド
（2ベンド）

マルチベンド
（5ベンド）

所在地：兵庫県佐用郡佐用町
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SPring-8-IIに向けた専用ビームラインの整備例
(京都大学専用ビームラインの新設)

NEDOは京都大学と共同で、「水素利用拡大に向けた共通基盤強化のための研究開発事業」の一環で、大型放射光施設SPring-8
の次世代施設「SPring-8-II」に、水素エネルギー分野に特化した世界初の専用ビームライン「BL34XU」を建設します。

本ビームラインは、SPring-8-IIで最初に新設される専用ビームラインです。SPring-8-IIは、放射光の明るさ(輝度)が現行の約100倍
に高まり世界最高輝度に達する第4世代放射光施設であり、本ビームラインはこの世界最高性能の光を最大限に生かします。最大の特長
は、一つの材料を、性質の異なる複数の最先端計測で同時に、しかも実際に動作させたまま調べ上げられることです。いわば材料の「総合
精密検査（人間ドック）」とも言え、これまで別々の装置で一つずつ調べていた項目を一度に観察できるため、燃料電池や水電解の内部
で起きている現象を、動作したまま丸ごと捉えられます。ここにAI・データ科学(DX)を組み合わせることで、従来は複数の施設・装置を横
断して数週間を要した解析を、同一条件で一度に、かつ高速に行えるようになり、研究開発を飛躍的に加速します。

SPring-8-IIの建設に合わせて2027年度後半に着手し、2029年度の利用開始を目指します。本ビームラインは、大学の学術研究・
国家プロジェクト・産業利用を一つに結ぶ、日本の産官学による研究開発の共通基盤として、中長期のエネルギー問題の解決と二酸化炭
素排出量の削減に貢献します。

共同記者会見専用ビームライン「BL34XU」のコンセプト

世界初、燃料電池・水電解の材料を「動かしながら丸ごと診る」専用ビームラインをSPring-8-IIに建設します
―複数の最先端計測を一度に行い、燃料電池・水電解の研究開発を加速。脱炭素・水素社会の実現に貢献します―
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3GeV高輝度放射光施設
(NanoTerasu)の整備・共用・高度化

令和9年度要求・要望額 101億円

うち「強く豊かな日本」投資枠 34億円

（前年度予算額 45億円）

建設地： 宮城県仙台市青葉区

経   緯： 平成30年7月 官民地域パートナーの決定

令和元年度 NanoTerasu整備開始

令和6年3月 基本建屋竣工

令和6年4月 運用開始

令和7年3月 共用利用開始

官民地域パートナーシップの体制：

最近の成果：

• 共用ビームラインBL02Uにて、世界最高のエネルギー分解能を達成。

• 光源稼働率99.6%という世界最高水準の安定運転を実現。(令和6年度実績)

国の主体

登録施設利用促進機関※
共用ユーザー共

コアリションメンバー民
パートナー

官

・光科学イノベーションセンター

・宮城県 ・仙台市 ・東北大学 ・東北経済連合会

地域

※共用促進法に基づき、施設の利用者選定及び利用支援を行う機関。

経団連「科学技術立国戦略」提言
総理手交(令和８年５月13日)

ビームライン ポート数

総数 28

運用中
(第Ⅰフェーズ)

共用 ３

コアリション 7

増設
(第Ⅱフェーズ)

共用

 １(令和6年度～

整備中)

 +２(令和７年度～

追加整備)

+２(令和９年度～)

空きポート 13※

※QSTの設置者ビームラインを１本整備中

• 放射光施設は、光速近くまで加速された電子を曲げることで発生する強力なX線(放射光)を用いて、
肉眼では見えない小さなものを観察できる施設。

• NanoTerasuは、共用促進法※に基づく特定先端大型研究施設として、軟X線領域での計測に
強みがあり、物質の機能に影響を与える電子状態を可視化できる。
※特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律(平成6年法律第78号)

• 官民地域パートナーシップの下、令和6年度に運用開始した世界最高水準の性能を誇る施設。

蓄積リング長：349ｍ

電子エネルギー：3GeV

◆ 共用運転の実施（QSTへの補助） 4,242百万円 ( 3,878百万円)

◆ 利用促進（JASRIへの補助） 758百万円 ( 625百万円)

◆ 共用ビームライン増設（QSTへの補助） 1,638百万円 ( 2,696百万円※）

◆ 利用環境の整備等※（QSTへの補助） 3,415百万円 ( 新 規 ）
※「強く豊かな日本」投資枠 ※令和7年度補正予算

半導体等の戦略17分野に資するビームラインの増設やセキュアな利用環境の整備。
（担当：科学技術・学術政策局参事官(研究環境担当)付）

(参考)日本経済団体連合会「科学技術立国戦略」提言(抄)
セキュアな研究環境については、国研に限るものではなく、例えば、ナノテラスをはじめとする
大型研究施設等においても、ハードとソフトの両面で遮断可能なファイアウォールの設置や
データの安全性確保等も必要である。

セキュア
ゾーン

新 棟

※整備ポートは変更の可能性

今後の方向性：

• 最大28本のビームラインを整備可能であるにも関わらず、未だ10本しか運用できてい
ないため、ビームラインの増設やセキュアな利用環境の整備等を通じて、半導体等の
戦略17分野における成果創出を促進する。

• 特に経団連等の提言も踏まえ、先端半導体等の研究開発に直結するビームラインに
ついては、経済安全保障を踏まえ、ハード・ソフト両面でセキュアな利用環境と一体的
に整備を図る。 11



日本経済団体連合会による「科学技術立国戦略」提言 総理手交(令和８年５月13日)

【日本経済団体連合会による「科学技術立国戦略」提言(抄)】
②セキュアな産学連携プラットフォームの機能の強化
現下の国際情勢を踏まえると、研究セキュリティ・インテグリティを確保する
とともに、社会実装に向けた技術開発を進める体制の構築が急務である。国研は、大学や企業の
研究者に対してセキュアな産学連携のプラットフォームを提供し、その存在価値・存在意義を高め
ていくべきである。（中略）
なお、セキュアな研究環境については、国研に限るものではなく、例えば、ナノテラスをはじめと

する大型研究施設等においても、ハードとソフトの両面で遮断可能なファイアウォールの設置や
データの安全性確保等も必要である。

(出典)写真は首相官邸HPより引用

【総理発言(抄)】
（前略）提言も踏まえまして、「新技術立国」の施策の具体化を図ってま
いります。例えば、研究機器などの基盤整備をしっかり行うことで、研究費
が実質的に倍増する形を目指します。（中略）今、例を挙げましたけれど
も、こういった新たな政策を成長戦略に位置づける予定でございます。
「強い経済」の基盤というのは、優れた科学技術力でございますので、官民
で是非連携して取り組んでまいりたいと存じます。
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"太陽光の10億倍の明るさ"で何が見えるのか？
経団連の筒井会長が次世代放射光施設「ナノテラス」を視察（令和８年９月16日）

経団連の筒井義信会長が、16日に仙台市にある次世代放射光施設＝「ナノテラス」を視察しました。
今回の視察は、ナノテラスの産業界での利活用を見据えてのものです。

仙台市の放射光施設＝「ナノテラス」を視察したのは、経団連の筒井義信会長ら役員12人です。

筒井会長らは、担当者から施設の概要を聞いたり、利用者の目的に応じてAIが実験計画を立て、
最適な設備などを提案する新しい取り組みについて説明を受けたりしました。

経団連では、官民が協力して研究開発投資を引き上げていくことを提言していて、今回の視察は、
今後ナノテラスを産業界で利活用していくことを見据えてのものです。

ナノテラスでは、太陽光の10億倍もの明るさを持つ強力な「放射光」を物質に当てることで、
分子や原子といったナノレベルの世界を観察することができ、様々な産業領域での幅広い利用が期待されています。

(出典)TBS NEWS DIG 13



大強度陽子加速器施設
(J-PARC)の整備・共用・高度化 

 令和9年度要求・要望額 163億円

（前年度予算額 111億円）

• 中性子利用施設は、光速近くまで加速した陽子を原子核に衝突させることによって発生する中性子を用いて、
物質内部の水素やリチウムといった軽元素等を詳細に観察できる施設。

• J-PARCは、共用促進法※に基づく特定先端大型研究施設として、大強度のパルス中性子線を発生させる
ことが強みであり、物体の内部の変化をリアルタイムに可視化できる。
※特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律(平成6年法律第78号)

• 戦略17分野への貢献の観点から、次世代電池や燃料電池の開発に不可欠なビームラインを新たに整備する
とともに、安定運転の確保や利便性向上のため、施設の老朽化対策やアクセス道路の整備等を実施する。

建設地： 茨城県那珂郡東海村

経   緯： 平成13年10月 J-PARC建設開始

平成21年 7月 共用促進法改正

（J-PARCを特定先端大型研究施設に追加）

平成24年 1月 中性子線施設の共用開始

運営体制：

施設設置者：(国研)日本原子力研究開発機構（JAEA）

登録施設利用促進機関※ ：(一財)総合科学研究機構（CROSS）

※共用促進法に基づき、施設の利用者選定及び利用支援を行う機関。

累計利用者数： のべ約181,000人日（令和7年度末時点）

累計発表論文数： 約2,100報（令和7年度末時点）

最近の成果：世界最強のパルス中性子強度1MWでの利用運転を開始。

（担当：科学技術・学術政策局参事官(研究環境担当)付）

◆ 共用運転の実施（JAEAへの補助） 12,570百万円 ( 10,333百万円)

◆ 利用促進（CROSSへの補助） 806百万円 ( 781百万円)

◆ 共用ビームライン増設 (JAEAへの補助) 649百万円 ( 新 規 )

◆ 環境改善等※（JAEAへの補助） 2,291百万円 ( 1,833百万円※）
※施設の老朽化対策やアクセス道路の整備等 ※令和7年度補正予算
令和８年４月７日、配電盤からの出火のため、５月末まで運転停止。

物質・生命科学実験施設(MLF)J-PARC全景

【新たなビームライン(BL13)の必要性】

✓ 電池、金属、有機高分子材料の開発においては、中性子小角散乱・
イメージングビームラインを活用した中性子計測とその高度化が不可欠。
例えば、燃料電池や水素製造において、水の電気分解が起こる領域での
「気泡」の制御は効率を左右するが、現在の分解能では十分に観察できない。

✓ 国際競争が激化する中、世界最高性能の装置の実用化により、
国外施設利用に伴う経済安全保障上のリスクの低減を図るとともに、
精度の向上や測定時間の短縮等を通じて、研究基盤として下支え。

BL設置候補地
(BL13)
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中性子産業利用推進協議会からの要望 
(令和8年6月18日に西條科学技術・学術政策局長、坂本研究開発局長に手交)

中性子産業利用推進協議会※

会長 中嶋 裕樹
(トヨタ自動車株式会社 取締役副社長・執行役員)

※ 大型中性子施設である「J-PARC MLF」と「JRR-3」及び
小型中性子施設を利用して高性能あるいは新機能を有す
る材料や製品の開発をめざす民間企業を中心とする団体。
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SPring-8-IIの共用開始を見据えた量子ビーム施設の利用推進方策(骨子)

１．背景・現状

２．SPring-8 の運転停止期間中の対応

３．量子ビーム施設の成果の最大化

• 我が国には、共用促進法に基づく特定先端大型研究施設であるSPring-8、NanoTerasu など、特徴を有する９つの放射光施設が全国に所在。
産学の利用者に幅広く活用され、 北川進博士(2025年ノーベル化学賞受賞)による金属有機構造体(MOF)の解析など、多くの成果を創出。

• 令和６年度には、第４世代放射光施設のNanoTerasuが共用開始。共用開始から25年以上が経過するSPring-8は、約１年間
(令和９年度後半～令和10年度前半)の運転停止期間を経て、SPring-8-IIへのアップグレードを行い、令和11年度中に共用開始予定。 

• 令和８年３月に閣議決定された第７期科学技術・イノベーション基本計画では、国内外の経済・社会情勢の変化や国際秩序の変化に加え、
科学とビジネスの近接化、AIと科学の融合によるパラダイムの転換などが現状認識として示されている中、SPring-8-IIの共用開始を見据え、
時代に即した研究基盤として量子ビーム施設を整備・共用・高度化していくことが必要。 

• 諸外国で放射光施設の高度化が進められており、国際的にも競争が激化。 
• SPring-8 の運転停止により、技術やアイデアの国外流出や放射光利用の減少が危惧。 

⇒ 量子ビーム施設間の連携促進等により、産学の利用者の受入体制の整備。 
➢ NanoTerasuの共用BLの成果専有利用に向けた検討・調整。SACLAの代替利用。 
➢ 国内施設の利用時間の拡大・利用環境の整備(各施設のBLやシフト数の増、

設備・機器高度化。SPring-8の機器貸出等)。海外施設利用の可能性精査。
➢ 登録施設利用促進機関等による他施設の申請・計測時の支援や最適な施設への誘導。 
➢ SPring-8-IIへのアップグレードの機会を活用した関連産業技術向上・人材育成。

•  「新技術立国」に向け、戦略17分野への貢献や技術安全保障の確保、AI for Scienceの対応など、日本全体の国際競争力の維持・強化が喫緊の課題。 
• AIの飛躍的な発展に伴い、大型研究施設の運転最適化や自動自律化、効率的な測定・実験及び創出される大量なデータの分析能力の向上が必要。

⇒ 国際情勢・社会状況の変化を踏まえ、施設の成果最大化の仕組みを整備。 

（２）量子ビーム施設の今後の在り方 
➢ 施設の強みや特色の明確化による相互補完関係の強化(技術協力、人材育成等)。
➢ AI for Science時代に対応した研究データ基盤の横断的・一体的・戦略的整備を推進 。
➢ 複数の量子ビームの相補的利用とマルチモーダル分析への期待。

（３）持続的な発展を可能とする仕組みの構築 
➢ 国際競争力のさらなる維持・強化に向けた共用制度の

枠組みの見直し。
➢ 施設の柔軟かつ継続的な開発・高度化の仕組みの検討

（利用料の柔軟な活用等）。 
➢ 産学官の機動的な利用と共用の両立を可能とする

多角的な財源の確保・活用の推進。

（１）利用制度等の仕組みの高度化 
➢ 従来のボトムアップ型の共用利用に加え、戦略分野などトップダウン型の利用推進。
➢ 多様なニーズや技術安全保障の対応(セキュア、官民戦略投資、データの所有権等)。 
➢ 各施設の設置者と登録施設利用促進機関の責任・分担の再定義・最適化。
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➢ NanoTerasuの共用BLの成果専有利用に向けた検討・調整 / SACLAの代替利用

✓ NanoTerasuの共用BLについては、成果専有利用に対する強い期待が寄せられているが、共用BLの高倍率の
状況やコアリション利用との関係も踏まえつつ、具体的なニーズや我が国の国力向上の観点からの制度設計が重要。

✓ SACLAについては、代替利用先の可能性がある一方、企業アンケートでは、「一部代替利用は可能だが限定的」と
の意見。利用料金の見直しやセミナー等による情報発信の充実等に関する要望。

➢ 国内施設の利用時間の拡大・利用環境の整備(各施設のBLやシフト数の増、設備・機器高度化。
SPring-8の機器貸出等) / 海外施設利用の可能性精査

✓ 企業アンケートでは、HAXPES、XAFS、イメージングで代替利用ニーズが集中。特に、PF BL14C(イメージング)、
PF-AR NW10A(XAFS)、NanoTerasu BL09U(HAXPES)への利用ニーズが高い。PETRA III(ドイツ)や
ESRF(フランス)等の海外施設の利用ニーズが示されている一方で、機密情報や知財管理への配慮も重要。

✓ ブラックアウト期間中の対応として、SPring-8の測定装置等を国内他施設へ移設・整備し、活用することも有効。
国内施設の利用時間の拡大に加え、施設の老朽化対応や更新に向けた運転コストの低減が必要。

➢ 登録施設利用促進機関等による他施設の申請・計測時の支援や最適な施設への誘導。 

✓ 国内施設の利用においては、現地での「実験実施支援」や「事前相談」のニーズが特に高い。

✓ 利用者本位で、利用者が必要な時期に課題の性質に応じた適切な審査と支援で最適な施設を利用できているか。

➢ SPring-8-IIへのアップグレードの機会を活用した関連産業技術向上・人材育成

✓ 大学・企業・他機関連携によるクロスアポイントメント制度の拡充、施設間での人材交流(インターンシップ等)を通じ、
次世代を担う若手人材の育成とキャリアパスの多様化を図るなど、コミュニティ全体で連携した人材育成。

✓ ブラックアウト期を人材育成及び新規グループ参入の好機とみなして活動。夏の学校・秋の学校で上流を現場で
学ぶ、ベテランスタッフの作業に若手(学生)が参加する企画など、明るく “ダークタイム” を過ごす企画に期待。

SPring-8の運転停止期間中の対応～これまでの主なご意見・現状等～



SPring-8運転停止期間中における国内放射光施設の状況等(7/27時点)

放射光施設 各施設における検討状況

・ PF・PF-ARでそれぞれ1,000～1,500時間程度の運転時間の拡充が可能(ただし、追加予算措置が必要)
・ 産業界ユーザーニーズの高い測定手法(XAFS、小角散乱、粉末X線回折、PX)を中心に機器整備を推進
・ リモート実験環境の整備や試料送付型の自動測定、AI・DXによる計測インフォーマティクスを推進

・ 新規共用BL３本(XRD、XAFS、イメージング)の共用利用を令和9年度より順次開始
・ 加速器調整時間の一部をビーム供給時間に充てるなど、ビームタイムの増加を検討
・ コアリションBLの利用状況等も踏まえつつ、余剰時間は共用利用へ供出を検討(ビーム供給時間増加分等)
・ 共用BLについて、成果専有利用に向けた検討・調整

・ 令和９年度から、硬X線XAFS機能の強化(8S1、8S2に機能追加)により、600時間増加予定
・ 自動化による無人延長運転で１日２→３シフトへ変更することで、最大450×n時間の増加可能
・ トヨタと共同開発中の新規BLを令和９年度から利用開始予定(深夜運転で最大600×n時間の増加可能)

・ SPring-8に比べ測定時間を要するが、X線照射劣化の懸念は小さく、定量性と再現性の確保に強み
・ BL07(イメージング、XAFS)は最大30日分、BL11(XAFS)は最大35日分、
 BL15(X線回折)は最大50日分の受入が可能

・ BL-5C(吸収分光測定)：硬X線領域は1.5GeV運転日(年間50日程度)に利用可能＋土日運転の
1.5GeV変更により最大15日分追加可能。テンダーX線は1.0GeV運転日(年間135日程度)に利用可能

(ただし、現状、教員１名で対応しているため、ビームラインオペレーター１名の雇用が必要)

・ 現状の光源特性やセットアップで実施可能な軟X線域の固体、液体の吸収分光実験の受入が可能
・ SPring-8-IIに向けた予備実験、測定手法、新規実験に対するデータ解析手法の開発等に参画可能
・ 年間10課題(880時間)の受入れが可能(ただし、諸経費として1課題当たり20万円の追加措置が必要)

・ SPring-8-IIへの高度化で共用を終了する赤外ユーザーの受入れのため、エンド装置のマージ/置換を推進
・ 放射光の新規光源技術や有機化合物の放射光分光計測で国際主導しており、強みを有する
・ 大学と大学共同利用機関からなる４機関が連携した新たな「量子マルチビーム共創拠点」構想の提案

・ SPring-8-IIを見据え、フィージビリティスタディを通じた新規ユーザー層の開拓や人材育成に貢献
・ 地域密着型の中小規模汎用放射光源として、産業界を始めとする多様なニーズに対応し、利用を促進

※これまでのヒアリングに基づき、事務局が作成
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SPring-8の運転停止期間中の対応(イメージ)

国の主体

登録施設利用促進機関※

共用
ユーザー

共

コアリション
メンバー

民
パートナー

官

・光科学イノベーションセンター(PhoSIC)

・宮城県 ・仙台市 ・東北大学 ・東北経済連合会

地域

•成果専有利用に
向けた検討・調整

•コアリション加入への
誘導

• 新規ユーザー向けのトライアル利用の拡充(産業利用の推進)

•窓口の一元化
•適切な放射光施設への
振り分けシステムの構築

SPring-8ユーザー

これまでにSPring-8を
利用したことのあるユーザー

もしくは
今後、利用する予定のユーザー

相談

• 海外を含む、その他施設にも、
ユーザー支援の枠組みを拡大

• ユーザー※のニーズに応じたJASRIによるユーザー支援
※SPring-8ユーザー(予定者を含む)

• JASRIによる利用料金 
(運転時間の確保、JASRIの支援を得るための追加料金)の設定・徴収

最適な施設への
誘導

学術研究

産業利用

国の主体

登録施設利用促進機関※

共用
ユーザー

共

コアリション
メンバー

民
パートナー

官

・光科学イノベーションセンター(PhoSIC)

・宮城県 ・仙台市 ・東北大学 ・東北経済連合会

地域

•運転時間の拡充
•ビームライン増設
•SPring-8の機器移設
による機能強化

•共用利用制度枠
(成果公開)の拡充

• 運転時間の拡充

• 通常の利用枠組みに申請(JASRIからの支援の必要性の有無)
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Photon Factoryの対応（イメージ）

• ユーザーのニーズに応じて、計測時にJASRIによるユーザー支援を受け入れ

• PFのHPにJASRIによる支援が必要な場合の相談先リンクをはって誘導
(参考)創発事業

【JASRIによる利用料金の設定・徴収】
• 運転に必要なKEKへの追加料金（ex：電気代 等）
• ユーザー支援に必要なJASRIへの追加料金（ex：旅費 等）

SPring-8ユーザー

JASRIの支援
不要

JASRIの支援
必要

共同利用実験
（概ね年２回公募）学術利用

（成果公開/無償）

施設優先利用
（随時）他のプロジェクトに採択

（成果公開/有償）
共同研究
（年2回公募）

産業利用
（成果公開/有償）

一般施設利用/試行施設利用
（随時）産業利用

（成果非公開/有償）

• 事前相談
• 申請
• 現地支援(計測時)

学術利用時は、
他の案件と平等に審査

•学術利用はSPring-8ユーザーの如何にかかわらず、申請・審査により利用。
•産業利用は、JASRIからの支援が必要な場合は、JASRIを通じて申請し、採択可否はKEKにおいて平等に実施。
• 「随時利用」であることに鑑み、事前の申し込みも積極的に活用。
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SPring-8の運転停止期間中の対応（スキーム案）
～量子ビーム施設間の連携促進等による、産学の利用者の受入体制の整備～

従来フロー
（学術/産業利用）

新たな枠組み
（戦略利用）

SPring-8における
研究を行おうとする者

（国内外問わず）

•共用促進法に基づき、SPring-8利用者に対して、JASRIが
利用者支援等を実施（JASRIによる料金徴収スキーム無し）
•国内外利用者問わず、利用者支援（公平性・平等性）

• JASRIによる最適な施設への誘導、申請・計測時の支援
（施設利用に係る経費に加え、利用者支援に必要な経費を設定）
•我が国の国力向上に資する利用者支援（戦略性・競争性）

ユーザーの受入れ
量子ビーム施設間の連携

申 請

今後、SPring-8-IIを
利用する予定のある者

（JASRIの支援が必要なユーザー）

申 請
(窓口一元化)

【放射光施設等の利用】
多様なニーズや技術安全保障の対応

（セキュア、官民戦略投資、データの所有権等）

•SPring-8の運転停止は、我が国における研究活動の停滞や国外への技術流出等を招きかねず、当該期間中は、高エネルギー加
速器研究機構(KEK)のPhoton Factory(PF)をはじめとした国内の放射光施設を最大限活用することが極めて重要。
•そのため、共用促進法に基づく登録施設利用促進機関(JASRIを想定)に支援が必要なユーザーの窓口を一元化し、
適切な放射光施設等へ誘導するとともに、ユーザーのニーズに応じ、現地支援を含めたJASRIによる利用支援を実施。
•施設の運転状況など、利用者側・施設側、双方の状況等を踏まえ、利用時間や利用料金等を設定することで、効率化を図る。

利用促進
交付金

【特定放射光施設の利用】
成果専有  ：審査・成果公開・利用料免除(消耗品実費負担)
成果非専有：審査・成果非公開・利用料必要(消耗品実費負担)

運営費等
補助金

委託費

利用料金の
設定・徴収

利用者選定・
利用支援

利用者選定・
利用支援

etc…

施設利用に
係る経費
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関連団体・学会による要望
「我が国の放射光研究基盤の持続的発展に向けて」日本放射光学会 会長声明(抄)

このたび、我が国のフラッグシップ施設である大型放射光施設SPring-8の次世代化
（SPring-8-II）に向けた整備に伴い、約1年間の運転停止（ブラックアウト）が予定
されています。この期間は施設の将来に向けた重要な投資である一方、その間に放射光を
必要とする多くの研究・開発活動が停滞すれば、我が国の学術研究や産業競争力に深刻
な影響を及ぼすことが懸念されます。

日本放射光学会は、放射光を基盤とする我が国の研究・開発を途切れることなく継続し、
将来にわたり世界トップレベルの研究力と産業競争力を維持・発展させるためには、放射光
研究基盤を継続的かつ安定的に支える政策が不可欠であると考えています。そのため、
放射光研究基盤の維持・強化と研究活動の継続を可能とする政策的・制度的・財政的
措置について、格別のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

4．対策としての既存施設の運転時間延長へのコミュニティからの期待

この未曾有のビームタイム不足を緩和し、我が国の研究・開発を停滞させることなく継続するとともに、貴重な研究者・技術者の流出を防ぐ
ためには、国内の放射光施設が相互に補完し合う利用体制を構築することが極めて重要です。各施設の運営主体や利用制度、課題審
査の独立性を尊重しつつ、施設間の連携を強化し、必要に応じた相互受入れや利用機会の拡充を図ることが、放射光コミュニティ全体の
研究力を維持する上で不可欠です。

その中でも、最も現実的かつ即効性のある対策として期待されるのが、Photon Factory(PF)、NanoTerasu、あいちSRをはじめとする
国内放射光施設の運転時間の拡充です。運転日数の追加、土日運転、終夜運転などを実施し、施設全体として利用可能なビームタイム
を最大限確保することは、SPring-8の運転停止期間における研究・開発活動を支える上で極めて有効な方策です。

しかしながら、こうした運転時間の拡充は、各施設の努力だけで実現できるものではありません。追加運転には、電力費、保守・維持管理
費、消耗品費に加え、運転員、技術職員、利用者支援スタッフ等の人的体制の確保が不可欠であり、施設運営に大きな負担を伴います。
そのため、SPring-8のブラックアウト期間を我が国全体で乗り越えるためには、既存施設が安心して運転時間を拡充できるよう、国による必
要な財政的・制度的支援が強く求められます。

放射光コミュニティは、各施設が連携し、それぞれの強みを生かしながら研究・開発を継続できる体制の実現を強く期待しています。これ
は単なる代替利用ではなく、我が国の研究基盤の連続性を維持し、SPring-8-IIへの円滑な移行を支えるための国家的な取組として
位置付けられるべきものです。 （出典）https://jssrr.smoosy.atlas.jp/files/14271 23



関連団体・学会による要望
「SPring-8-IIへの移行期に向けたSpRUCの取り組み」SpRUC執行部一同(抄)

一方、SPring-8-IIへの高度化に伴い、2027年8月から約1年間の運転停止期間が予定されています。大型放射光施設における
この規模の運転停止は、国内ではこれまで経験したことのないものであり、この期間をどのように有意義に過ごすかは、SpRUCにとっ
ても重要な課題です。先般、日本放射光学会からも、この過渡期を単なる「研究活動の停滞期」とすることなく、我が国の放射光研究
基盤のさらなる発展につなげる改革の契機とするべきとの声明が発出されました。SpRUCとしても、特定放射光施設群にとどまらず、全
国の放射光施設、さらには海外の最先端施設とも連携し、高度化に伴う運転停止期間においても、ユーザーが継続して研究活動に
取り組める利用環境の確保を目指します。その実現に向け、公益財団法人高輝度光科学研究センター(JASRI)、国立研究開発法人
理化学研究所(RIKEN)、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構(QST)をはじめとする関係機関、ならびに文部科学省に
対しても、SpRUCシンポジウムや研究会等の活動を通じて、必要な連携・支援を働きかけていく所存です。

そのために何より重要なのは、SPring-8の運転停止期間においても、ユーザーが「活発」に研究活動を継続することです。この期間に
さまざまな光源や計測手法に触れることは、私たちユーザー自身が、それぞれの研究・開発に最も適した光源や手法をより的確に選択し、
活用する力を高める契機にもなるでしょう。

SPring-8-IIへの移行時期を、我が国の放射光科学がさらに大きく発展するための機会と捉え、新しいユーザーも含めた放射光
コミュニティが一体となって、この重要な改変期を前向きに進んでいきましょう。 （出典）https://spruc.jp/ja/spring8-ii-message.html24



記者）

8月24日に日本放射光学会がSPring-8-IIへの移行期における放射光利用の研究基盤、研究への研究基
盤への継続、継続的支援を求める要望書を文科省に提出しました。昨日も記者会見を開いて重要性をアピール
したのですけれども、今回の要望を踏まえた今後の対応方針について教えてください。

大臣）

お尋ねのSPring-8-IIにつきましては、先月、私も整備現場を視察いたしまして様々な分野への貢献が期待さ
れるとともに、その整備自体が我が国の技術力の向上に大きく寄与するものと考えているところであります。

今後、SPring-8の高度化に向けた整備を進めるために来年度後半から約1年間の運転停止を予定して
おります。その間、研究活動の停滞でありますとか、国外への技術流出等を招きかねないことから必要な対応につ
きまして審議会で議論を重ねてきたところであります。

運転停止期間中は、代替となる国内の施設を最大限活用することが極めて重要であると考えておりまして、
今回の概算要求におきましても産学の利用者の受入体制を整備するため、代替施設の運転時間の延長、
また施設間の連携促進等に必要な経費を計上しているところであります。

学会等の要望も踏まえつつ、審議会で議論を継続するとともに、必要な予算の確保を努め、御要望に応えられ
るように我々としても努めてまいりたいと思います。

松本 前文部科学大臣 閣議後記者会見（令和８年９月11日）
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✓ 共用ビームラインの増設：+3本
・ R9年度～  ：X線回折(W)BL共用開始
・ R10年度～：X線吸収(W)BL共用開始
・ R11年度～：イメージング(U)BL共用開始

✓ 運転時間増加
・ 共用BL：+240時間(×4～6本)
・ コアリションBLの共用利用

：+240時間(×7本、9エンドステーション)

※その他、コアリション加入によるコアリションBLの利用促進、
共用BLの成果専有利用に向けた検討・調整

✓ 運転時間増加
・ PF  ：+1,000時間(×39本)
・ PF-AR：+1,500時間(×９本)

✓ 運転時間増加
・ BL8S1、8S2の機能強化(XAFS)：+450時間
・ 自動化による無人延長運転：+100時間(×４本)
※ 令和９年度は試用期間のため、+400時間(×9本)を予定

✓ ビームライン増設：+１本
・ R9年度～：愛知県とトヨタ自動車の共同整備BLを後期から利用開始
※愛知県及びトヨタ自動車株式会社が整備費及び運営費を負担し、電池の研究開発を目的とした

新規ビームラインをR7.7～R9.8で整備中。愛知県は、半分の時間の利用を予定。
R9年度後半から試験計測を挟みながら運用開始(一般利用時間は200時間程度想定)

✓ 受入可能枠 ※令和9年度
・ BL07(XAFS) ：30日分
・ BL11(XAFS) ：35日分
・ BL15(X線回折) ：50日分

✓ 運転時間増加
・ 共用BL   ：+403時間(×7本) 
・ 茨城県BL：+403時間(×2本)

✓ 運転時間増加
・共用BL：+480時間(×3本)

✓ 付帯設備(クライオ電子顕微鏡)
の共用利用の継続

✓受入可能枠 ※令和9年度
・ BL5C(吸収分光)：計60日分

✓ 受入可能枠 
※令和9年度
・ 90時間

SPring-8 利用者&
SPring-8-II 利用予定者

（他施設利用の支援が必要な場合）

相談・申請
窓口一元化

■ 最適な施設への誘導
■ 利用者選定・利用支援等
※ 我が国の国力向上に資する利用者支援。
※ 多様な利用ニーズや技術安全保障の対応
(セキュア、官民戦略投資 、データの所有権等)

利用料金
設定・徴収
※ 利用者支援等
に係る経費含む

✓赤外ユーザー受入環境の整備
・ BL6B(赤外):25日分

※SPring-8から機器移設中

✓NanoTerasuの共用ビームラインの増設
✓国内代替施設の利用時間・利用枠の拡大
✓ニーズに応じた測定環境・設備の整備 等

✓支援が必要なユーザーの相談窓口の一元化
✓利用者・施設、双方の状況等を踏まえたマッチング
✓多様な利用ニーズや技術安全保障の対応 等

国内施設の
受入能力の拡充

施設横断的な
利用体制の構築1 2

✓ユーザーのニーズに応じた現地での測定・解析支援
✓代替施設の利用に必要な支援人材の確保
✓国内外の施設利用に係る旅費等の支援 等

✓国内施設では代替困難な研究ニーズの把握
✓海外施設における代替利用可能性の調査・調整
✓海外施設との連携強化による利用枠の確保 等

利用者支援・
人材育成の強化

海外連携による
利用機会の確保3 4

SPring-8 の運転停止期間中の対応(素案)
～量子ビーム施設の連携等による、産学の研究活動の継続に向けた利用環境の確保～

✓ 受入可能枠 ※令和9年度
・ 10課題(880時間)

量子ビーム施設間の連携促進等による
産学の利用者の受入体制の整備 

×
中性子線施設との連携

※令和９年度概算要求時点
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SPring-8 の運転停止期間中の対応(素案)
～量子ビーム施設の連携等による、産学の研究活動の継続に向けた利用環境の確保～

各施設の利用者

※ 各施設の従前フローによる利用

継続・拡充 SPring-8-II 利用予定者
SPring-8 利用者 ※ 新たな枠組みによる戦略利用

新 規

国内施設のマシンタイムと処理能力が不足しており、十分に利用できない。

どの施設・BLに申請すべきか判断できない。

多様なニーズや技術安全保障に対応した
戦略的な利用制度がなく、十分に利用できない。

他施設の利用に当たり、測定や旅費等の各種支援が必要。

国内施設で代替困難であり、研究開発を継続できない。

放射光施設・中性子線施設全体

＋
相談窓口の一元化 (   と                の連携等)

特定放射光施設
特定中性子
線施設 その他放射光施設

具
体
的
な
課
題
に
対
す
る
対
応

各施設の利用制度
に基づく利用

登録施設利用促進機関による利用者選定・利用支援

※利用者支援等を含む適切な利用料金を設定・徴収

適切な放射光施設等へ誘導・利用者選定、
ユーザーのニーズに応じ、現地等での利用支援

学術利用 産業利用 戦略利用

※ 多様な利用ニーズや技術安全保障の対応
(セキュア、官民戦略投資、データの所有権等)

SPring-8-IIの共用開始を見据えた
戦略的な利用制度の導入(イメージ)

国内代替施設の
利用時間・利用枠の拡大

例)

学術利用 産業利用
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SPring-8 の運転停止期間中の対応(検討事項)
～NanoTerasuの共用BLの成果専有利用に向けた検討・調整～
✓ 「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律(共用促進法)」は、先端的な大型の研究施設について、国内外の多く

の研究者のために幅広く開放し、共用を促進することで、研究開発基盤の強化・多様な知識の融合等を図り、もって科学技術
振興に寄与することを目的。（平成６年施行）

✓ 「新たな軟 X 線向け高輝度 3GeV 級放射光源の整備等について(報告)」（平成30年1月18日 科学技術・学術審議会 
量子科学技術委員会 量子ビーム利用推進小委員会）においては、利用料金について、以下のとおり取りまとめ。

６．整備・運用にあたっての基本的考え方、マネジメント方策等 （２）具体的なマネジメント方策
（民間企業の利用ニーズを踏まえたサービスの提供）

産業利用のニーズが高いという次世代放射光施設の特徴を活かし、民間企業の研究者、技術者等の利用ニーズを踏まえた
柔軟かつ多様な支援サービスの提供を検討する必要がある。また、利用料に関しては、これまでの考え方を踏まえ、成果公開
利用の場合はビームタイムの利用料を無料(消耗品相当分は別途徴収)とし、成果専有利用の場合は運営費回収方式に
基づく利用料を徴収するが、上記の支援サービスや附帯設備利用など、ビームタイムの利用料とは別に経費がかかることが
見込まれるサービス等については、適正な利用料金を定め、利用者に応分の費用負担を求めることが適切である。
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SPring-8 の運転停止期間中の対応(検討事項)
～NanoTerasuの共用BLの成果専有利用に向けた検討・調整～

✓ 「NanoTerasuの利活用の在り方に関する報告」（令和5年2月12日 NanoTerasu(次世代放射光施設)の利活用の
在り方に関する有識者会議）においては、利用料金等の利用制度について、以下のとおり、取りまとめ。

✓ これまでの議論も踏まえ、SPring-8の運転停止期間中は、共用BLに成果専有可能枠を新たに設定するとともに、
コアリションBLの共用拠出は成果公開を原則とする運用としてはどうか。

✓ なお、共用BLの成果専有の運用・利用料金等の取扱いについては、コアリションへの加入を促進しつつ、共用BLの採択率や
具体的なニーズを踏まえ、我が国の国力向上の観点から、SPring-8-IIにおける利用制度も見据えて、引き続き、利用者本位
の利用制度を構築すべく、関係者間で検討・調整を実施。

① 研究成果の最大化に向けた利用制度の在り方
• 共用ビームラインとコアリションビームライン双方が好循環を生み出せるような制度設計が適切。
• 共用ビームラインの利用料金は、上記を踏まえつつ、「研究設備・機器の共用推進に向けたガイドライン」に基づき、人件費、

光熱水費、公租公課や減価償却相当額等を踏まえて合理的に設定し、持続的な施設運営に貢献すべき。その際、電気代
高騰等の物価変動や施設の維持管理の状況に応じた料金変更の考え方をあらかじめ整理しておくべき。

• 学生、若手研究者、アントレプレナー及びベンチャーへの利用機会の適切な提供や利用メニューの充実が必要。
• ユーザーニーズ等を踏まえて利用制度を柔軟に検討すべき。

（参考）令和8年6月24日 第11回 量子ビーム施設利用推進委員会 資料６ PhoSIC発表資料より抜粋 29
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